
部　局 都市経営部 補　職 部長 氏　名 都市経営部長

１．部局の使命

２．使命を遂行するための取り組み方針と、それに基づく取組みの総括 方針取組みの総括

方針 取組みの総括

(2019年度) 部局マネジメントシート 2019年度

「基本政策」および「第4次総合計画」の実現に向け、創造と改革ならびに戦略的な都市経営の視点に立った施策の企画立案、調整、発信を行う。

〇基本政策および総合計画の進捗管理や行政評価など、マネジメントサ
イクルによる施策の総合管理および推進に取り組みます。

〇創造と改革の両面から、経営の視点を取り入れた全庁横断的な施策お
よび公共施設の総合調整を行います。

〇市民の意見を広く聴くとともに、より多くの市民の共感が得られるよ
う、戦略的な広報・広聴活動を展開します。

〇中長期的視点に立った都市政策の調査・研究ならびに地域の課題解決
を実践する人材の育成に取り組みます。

〇基本政策について
都市経営の視点から施策を戦略的に進めるための指針となる「経営戦略方
針 」および「令和2年度（2020年度）方針」をとりまとめるとともに、各施
策や次年度予算編成に取り組みました。公共施設については、目標に掲げる
施設総量80％に向けたより実効性のある取組みについて検討しました。これ
らの取組みにより、基本政策2年目の進捗状況は81％（1年目65％）となりま
した。市民ニーズや社会環境の変化に対応した施策の検証や見直しを行いな
がら、引き続き、基本政策の達成に向け関係部局と連携して取り組んでいき
ます。
〇総合計画について
前期基本計画で取り組む施策(17項目)の評価結果は、Ａ(達成)が3項目、Ｂ
(順調)が14項目でした。市民にわかりやすい評価結果の工夫など総合計画審
議会からの意見も踏まえ、引き続き所管部局と連携して施策の推進および政
策評価を行っていきます。
〇広報戦略について
新たにLINEとインスタグラムを追加し、通常時および緊急時の情報発信ツー
ルの拡充を行いました。また、広報誌やリリースペーパーなど読み手に伝わ
る紙面作りに取り組みました。市民と行政をつなぐ広報・広聴として、ター
ゲットの明確化や発信手法の工夫、広聴機会の拡充、さらには外部委員から
の意見も積極的に取り入れながら、戦略的な広報・広聴活動を展開します。
〇人材育成について
地域課題の解決を担う人材の育成として、第3期とよなか地域創生塾を開校
し、20名の方が受講されました。職員の人材育成では、ＯＪＴに加え、民間
事業者や地域の方々と積極的に交流する中で、新たな考え方や視点を学ぶこ
とができました。引き続き、今後も関係部局とも連携しながら、自ら考え、
行動できる人材の育成に取り組んでいきます。



３．当年度目標と目標設定に対する振り返り等 

No
当年度目標（当初設定） 実績

取組み事項及びその内容・スケジュール 取組みを行った内容・成果 課題・今後の方向性

1

基本政策の推進

総合計画
5-2-① 公正で効果的・効率的な市政運営を進めます。

基本政策

0

〇副市長をはじめとする関係部局長
会議を年2回開催し、施策を取り巻
く課題や方向性を確認ながら進行管
理を行いました。

〇令和元年度（2019年度）実績およ
び令和2年度（2020年度）予算措置
を踏まえた進捗は、全体で81％、重
点プロジェクトで79％となりまし
た。

〇市民ニーズや社会環境の変化（災
害や新型コロナウイルス感染症への
対応など）を施策に反映させなが
ら、基本政策の達成に向け取り組み
ます 。

〇基本政策の個々の具体的な取り組みを示した調書を基に、各部局との
連携や施策を推進するための経営資源の確保に取り組みながら、基本政
策の着実な推進に向け取り組みます。
　＊基本政策の進捗状況の把握

＊進捗状況公表（4月）
＊各部局ヒア（10月）
＊取りまとめ（12月～3月）



No
当年度目標（当初設定） 実績

取組み事項及びその内容・スケジュール 取組みを行った内容・成果 課題・今後の方向性

2

総合計画
5-2-① 公正で効果的・効率的な市政運営を進めます。

基本政策

0

第4次総合計画の推進 〇平成30年度（2019年度）実績に基
づく施策、施策の方向性、リーディ
ングプロジェクト(南部地域活性化)
の評価を実施（施策(17項目)の評価
結果）
Ａ（順調）：3項目
Ｂ（おおむね順調）：14項目

〇市民意識調査の実施
対象：8000人、回収率：47％

〇総合計画審議会において政策評価
結果の検証を実施（年6回・部会含
む）

〇内閣府ＳＤＧｓ未来都市に応募
（ 2月）

〇指標に基づいた評価をわかりやす
くかつ統一した表現で示していくこ
とが課題となっており、総合計画審
議会からの意見や研修などを通じて
評価精度を向上させます。

〇前期基本計画に掲げる17施策について、市民意識調査を実施するとと
もに、政策評価制度に基づく評価を行います。
　＊政策評価の実施・公表
〇前期基本計画で示した施策を実現するための事業を示します。
　＊実施計画（平成32年度版（2020年度版））の策定
〇SDGs（持続可能な開発目標）の目標と総合計画の施策を関連付けなが
ら、SDGsの取組みをわかりやすく示します。
　＊SDGsの取り組みの推進

＊市民意識調査(7月～8月)
＊政策評価結果（8月）
＊実施計画策定（11月）
＊SDGsの取組み（随時）



No
当年度目標（当初設定） 実績

取組み事項及びその内容・スケジュール 取組みを行った内容・成果 課題・今後の方向性

3

南部地域活性化の推進

総合計画
0-0-0

基本政策

14

〇バーチャルリアリティを作成し、
それを用いながら、南部地域の市民
の方や諸団体の方々と対話・説明会
を実施（実施回数35回（参加者延べ
650人））

〇市民等からいただいた意見を参考
に、まちの活性化のコンセプトをは
じめ、まちづくりの方向性や将来の
まちの姿を示す「南部地域活性化基
本計画」を2月に策定

〇学校跡地となる島田小学校、野田
小学校、第十中学校の活用計画を策
定（令和2年度（2020年度））し、
跡地を活用した拠点づくりを進めま
す。

〇安全で快適な交通環境や周辺部か
ら人を呼び込むための交通ネットワ
ークなど、南部地域における交通イ
ンフラの将来構想を検討します（令
和2年度（2020年度）～令和3年度（
2021年度））

〇南部地域活性化構想の具体的取り組みを示す基本計画を策定し、駅前
や学校跡地などのエリアごとにまちづくりの基本的考え方や学校跡地の
活用案を示します。
　＊南部地域活性化基本計画の作成
〇まちづくりの基本的考え方を基にバーチャルリアリティを用いて、地
元説明会などを通じて、市民や事業者等とまちづくりのイメージを共有
する取り組みを進めます。
　＊地元説明会の実施

＊基本計画（素案）作成（8月）
＊地元説明（8月～）
＊基本計画策定（1月）

南部地域活性化構想の推進（庄内・豊南町地区住環境整備計画策定、学校施設跡地利活用方針の策定
など）



No
当年度目標（当初設定） 実績

取組み事項及びその内容・スケジュール 取組みを行った内容・成果 課題・今後の方向性

4

経営改革の推進

総合計画
5-2-① 公正で効果的・効率的な市政運営を進めます。

基本政策

51 行財政改革の推進（公民連携セクションの設置、働き方見直しの推進など）

〇経営戦略会議を3回開催し、経営
戦略方針をはじめ、広報戦略やＩＣ
Ｔなどについて議論

〇経営戦略会議での議論を踏まえ、
「経営戦略方針」および「単年度方
針2020」を9月に策定

〇令和元年度（2019年度）までを期
限とする事務事業の見直しについて
総括

〇市民サービスの向上や時代の変化
などの視点から事務事業を改善する
「スマートとよなかプロジェクト」
を策定（期間：令和2年度（2020年
度）～令和4年度（2022年度））
〇ＲＰＡ・ＡＩ―ＯＣＲを試行導入
し、効果や導入可能性を検証

〇税や住民票など一部の証明書発行
手数料の支払いにキャッシュレスを
導入（3月～）

〇ＩＣＴや公民連携等に関して民間
企業の方からアドバイスをいただき
、社会状況の把握や職員の意識改革
につなげました。

〇担当部局と連携してファミリーマ
ートと子育て関連の連携協定を締結
（1月）

〇市民ニーズや社会の動向を的確か
つ迅速にキャッチして、経営改善に
つなげていくために、公民連携やＩ
ＣＴ化をさらに推進していきます。

〇戦略的な都市経営の方向性を議論するために、専門的な学識者を専門
委員として参画する経営戦略会議を運営し、経営戦略会議で示された方
向性を市政に反映します。
　＊経営戦略会議の開催
〇基本政策を着実に推進するために必要となるマネジメントの方策を示
します。
　＊経営戦略方針の策定
〇現行の事務事業の見直しを総括するとともに、新たな事務事業を見直
します。
　＊事務事業見直し方針の策定
〇RPA・AIの本格導入に向け、モデル業務を対象に実証実験（費用対効果
の検証、運用管理手法の検討等）を行います。
　＊試行導入及び検証の実施
〇民間事業者や大学等との公民連携を進めます。
　＊公民連携に向けた取り組みの推進

＊経営戦略会議（6月～2月）
＊経営戦略方針および単年度方針策定（8月）
＊事務事業見直し方針策定（10月）
＊RPA・AI試行導入および検証（6月～10月）
＊公民連携推進（随時）



No
当年度目標（当初設定） 実績

取組み事項及びその内容・スケジュール 取組みを行った内容・成果 課題・今後の方向性

5

公共施設等総合管理計画の推進

総合計画
5-2-② 適切な公共施設のマネジメントを進めます。

基本政策

50 施設再編方針に基づく施設再編（公共施設適正配置・有効活用）

〇施設再編方針を策定（7月）

〇個別施設計画の策定に向けた方針
の決定

〇公共施設跡利活用検討制度の策定
（3月）

〇地域コミュニティ拠点施設のあり
方を検討

〇公共施設等総合管理計画推進会議
を2回開催

〇教育施設や文化施設など施設の種
類ごとに、施設の状態や対策内容、
実施時期などを示した「個別施設計
画」を策定し、目標に掲げる施設総
量20％削減（令和22年度（2040年度
））に向けて取り組みます。

〇公共施設等総合管理計画の目標達成に向け、施設再編に向けた取り組
み状況と今後の方針等を示します。
　＊施設再編方針（平成31年度版（2019年度版））の策定
　＊建替え・再編・複合化等の方向性が定まった個別施設の実行計画の
策定

＊施設再編方針策定（7月）
＊個別実行計画策定（随時）



No
当年度目標（当初設定） 実績

取組み事項及びその内容・スケジュール 取組みを行った内容・成果 課題・今後の方向性

6

国土強靭化地域計画の策定

総合計画
2-4-① 防災力の充実強化を図ります。

基本政策

29 国土強靭化地域計画の策定

〇人命の保護や公共施設の被害の最
小化など4つの基本目標をはじめ、
事前に備えるべき目標や起きてはな
らない最悪の事態を回避するための
施策などを示した「豊中市強靭化地
域計画」を策定（3月）

〇強靭化地域計画に基づく施策の進
捗確認を行うとともに、限られた財
源の中で、優先度をつけながら効率
的かつ効果的に対策を講じていきま
す。

〇大規模自然災害に備え、ソフト・ハードの各分野で取り組んでいる災
害対策を、事前に備えるべき目標（直接死を最大限防ぐ、ライフライン
等の被害を最小限に留め、早期復旧させるなど）ごとに一体的に取りま
とめ、優先順位をつけて取り組みます。
　＊豊中市強靭化地域計画の策定

＊出前講座（5月）
＊素案の作成（6月）
＊ヒアリング(7月～10月)
＊パブコメ（12月）
＊計画策定（3月）



No
当年度目標（当初設定） 実績

取組み事項及びその内容・スケジュール 取組みを行った内容・成果 課題・今後の方向性

7

広報活動の戦略的推進及び広聴機能の強化・向上

総合計画
5-1-① 市政情報の発信・提供・公開を推進します。 5-1-② 市民が参画できる機会の充実を図ります。

基本政策

0

〇広報戦略方針の策定（4月）

〇インスタグラム（6月）、LINE（7
月）を開始

〇大規模災害に備え、ホームページ
の災害時モード切替訓練を実施

〇メディアリリース提供先を新聞社
に加えテレビ局も追加

〇広聴に関する市民満足度調査と職
員満足度調査を実施

〇市長ふれあいトーク実施（2回 ）

〇新型コロナウイルス対策として注
意喚起等情報発信と相談窓口の強化

〇一律に発信する情報（市政情報や
災害情報など）と年代別に求められ
る情報を分析して、あらゆる広報媒
体を活用しながら、分かりやすい情
報を効果的に発信していきます。

〇市民のニーズや意見を把握するとともに、外部の専門家からの知見な
どを取り入れながら、必要な情報を必要な人に、わかりやすく、リアル
タイムに発信していきます。
＊広報戦略方針の策定
＊広報戦略アドバイザー制度運用開始
＊市民等から寄せられた意見や要望を的確に処理するとともに、庁内

で共有し業務に反映

＊広報戦略方針策定（5月）
＊広報戦略アドバイザー制度運用開始（5月）



No
当年度目標（当初設定） 実績

取組み事項及びその内容・スケジュール 取組みを行った内容・成果 課題・今後の方向性

8

都市政策に関する調査研究の実施

総合計画
1-1-② 安心して子育てができるよう支援します。

基本政策

36 地域共生社会の推進

〇3つの調査研究の報告書を策定（3
月）
・豊中市の単身世帯の生活に関する
調査研究Ⅱ
・豊中市における女性の就労に関す
る調査研究
・政策形成における自治体シンクタ
ンクの役割に関する調査研究

〇第7回自治体シンクタンクを千里
文化センターコラボで開催（11/8・
9）

〇各課と連携しながら行政課題の解
決に繋げられる調査研究に引き続き
取り組んでいきます。〇「豊中市の単身世帯の生活に関する調査研究Ⅱ」、「豊中市に住む女

性の就労に関する調査研究」、「とよなか都市創造研究所の活動検証と
自治体シンクタンクのあり方に関する調査研究」に取り組みます。
　＊インタビュー調査の実施
　＊アンケート調査の実施
　＊第7回自治体シンクタンク研究交流会議の開催

＊インタビュー調査（6月～9月）
＊アンケート調査（8月～9月）
＊第7回自治体シンクタンク研究交流会議（11月8日・9日）



No
当年度目標（当初設定） 実績

取組み事項及びその内容・スケジュール 取組みを行った内容・成果 課題・今後の方向性

9

都市政策に関する人材育成事業の実施

総合計画
5-1-③ 地域課題の共有を図り、協働によるまちづくりを推進します。

基本政策

0

〇第3期とよなか地域創生塾を開校
（5月～2月）
・受講生20名
・20回のカリキュラム実施
〇これまでの取組みを検証

〇卒塾生が地域活動に実際に携わっ
ている事例や塾に参加できてよかっ
たという卒塾生のアンケート結果な
どから、引き続き、地域創生塾を続
け、5年をめどに総括します。

〇提案公募型委託制度など他の部局
で行っている取組みと連携した効率
的かつ効果的な人材育成について検
討を行っていきます。

〇とよなか地域創生塾第3期の事業運営に取り組みます。
＊第1期および第2期の地域創生塾の取り組みを振り返り、今後の人材育
成事業について検討

＊第3期運営（5月～2月）
＊事業見直し検討（4月～7月）



No 取組み事項及び取組みにあたっての課題・めざす成果など スケジュール（工程）

1

基本政策の推進

総合計画
0-0-0

基本政策

0

2

第４次総合計画の推進

総合計画
5-2-① 公正で効果的・効率的な市政運営を進めます。

基本政策

0

４．中期目標（概ね今後4年間）

＊取組期間（平成30年度～平成33年度（2018年度～2021年度））
○各部局と連携しながら施策を取り巻く環境の変化等に対応していくととも
に、経営資源の確保に取り組みながら基本政策を推進します。

＊前期基本計画の推進（平成30年度～平成34年度（2018年度～2022
年度））
＊後期基本計画作成（平成34年度（2022年度））
＊SDGs中間評価（平成34年度（2022年度）

〇毎年度実施する政策評価結果を施策に反映させながら前期基本計画を着実
に進めます。
〇前期基本計画の取組みを踏まえ、後期基本計画（平成35年度(2023年度)か
ら5か年）を策定します。
〇総合計画の取組みと合わせてSDGsの取組みを進めます。



No 取組み事項及び取組みにあたっての課題・めざす成果など スケジュール（工程）

3

南部地域活性化の推進

総合計画
0-0-0

基本政策

14

4

経営改革の推進

総合計画
5-2-④ 多角的な連携に取り組みます。

基本政策

51 行財政改革の推進（公民連携セクションの設置、働き方見直しの推進など）

＊基本計画策定（平成31年度（2019年度））
＊学校跡地活用計画策定（平成32年度（2020年度））○南部地域のまちづくりの基本的な考え方を市民、事業者の皆さんと共有し

ていきます。
〇（仮称）北校および（仮称）南部コラボセンターの開設に向け、関係部局
と連携して取り組みます。
〇公民連携によるまちづくりに取り組みます。

南部地域活性化構想の推進（庄内・豊南町地区住環境整備計画策定、学校施設跡地利活用方針の策定
など）

＊経営戦略方針策定（平成31年度(2019年度））
＊事務事業の見直し（平成31年度～平成34年度（2019年度～2022年
度））
＊RPA・AI本格導入（平成32年度（2020年度））
＊公民連携の推進（随時）

〇経営戦略会議を運営し、戦略的な都市経営に向けた方針を施策に反映しま
す。
〇新たな事務事業の見直しを推進します。
〇RPAやAIを導入し、業務時間の改善等を行うとともに、さらなるサービス向
上に取り組みます。
〇民間事業者や大学等との公民連携を進めます。



No 取組み事項及び取組みにあたっての課題・めざす成果など スケジュール（工程）

5

公共施設等総合管理計画の推進

総合計画
5-2-② 適切な公共施設のマネジメントを進めます。

基本政策

50 施設再編方針に基づく施設再編（公共施設適正配置・有効活用）

6

国土強靭化地域計画の推進

総合計画
2-4-① 防災力の充実強化を図ります。

基本政策

29 国土強靭化地域計画の策定

＊施設再編方針策定（毎年度）
＊個別実行計画（毎年度）○公共施設等総合管理計画に示した目標（平成52年(2040年)に施設総量フレ

ーム平成26年比(2014年比)80％）の達成に向け取り組みます。

＊強靭化地域計画策定（平成31年度（2019年度））
＊強靭化地域計画推進（平成32年度～（2020年度～））〇人命保護やライフラインの早期復旧など優先的に取り組む災害対策を明ら

かにし、災害に強い街づくりに向け計画的に取り組みます。



No 取組み事項及び取組みにあたっての課題・めざす成果など スケジュール（工程）

7

広報活動の戦略的推進及び広聴機能の強化・向上

総合計画
5-1-① 市政情報の発信・提供・公開を推進します。 5-1-② 市民が参画できる機会の充実を図ります。

基本政策

0

8

都市政策に関する調査研究事業 ＊基幹研究・基礎研究の実施（毎年度）

総合計画
5-2-③ 都市の価値の創造と魅力の発信を進めます。

基本政策

0

＊広報誌のリニューアル（平成34年度（2022年度））ホームページ
のリニューアル（平成35年度（2023年度））
＊広聴業務の強化・向上（随時）

〇より見やすく、情報が伝わる広報誌とホームページに、リニューアルしま
す 。
〇市民からの意見や問い合わせに的確に対応できるよう広聴業務の強化・向
上に取り組みます。

〇中長期的な視点に立った都市政策に関する調査及び研究を行い、その成果
を関係部局の施策に反映します。
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